
 

 

 

 

テーマ「地震発生時の職員参集態勢」 

 世田谷区では、地震発生時の職員参集態勢の見直しを行い、令和８年８月１日から参集

基準を震度５弱での自動参集から、震度５弱から段階的に災害対応体制を強化し、震度６

弱での自動参集に変更しました。今回は、この見直しの内容についてご案内します。 

１．東京都の被害想定見直し 

東京都の令和４年５月の被害想定では、建物の耐震化や不燃化、道路整備の進展などが

要因となり、都内全体で建物被害数や死者数が平成２４年４月よりも減っています。世田

谷区では、建物全壊の被害想定数は増えているものの、それ以外は減っています。また、

震度５強以下の地震の場合は、広域かつ大規模な被害は想定されていません。 
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２．想定される区として対応が必要な事項 

 震度ごとの区として対応が必要な事項は以下のとおりです。 

 震度５強までは、被害が少ない想定ですが、揺れによっては老朽化した建物や欠陥住宅

等に被害が出たり、火災が発生したりと自宅に住めなくなる方が出てくる可能性はありま

す。また、建物への被害が無かったとしても、公共交通機関が運転見合わせ・運転休止と

なった場合は、帰宅困難者対応を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．震度に応じた参集目安 

今回区では、一律に震度で自動的に参集するのではなく、実際の被害状況等を踏まえ、以

下のとおり段階的に災害対応体制を強化していく形に見直すこととしました。既に東京都・

東京消防庁・特別区２３区中１１区は同じような基準での参集となっています。 

まちづくりセンターでは、震度５弱・５強で所長と係長が参集し情報収集にあたります。

被害等を確認しましたらまちづくりセンターまでご連絡ください。 

【８月１日以降の震度に応じた参集目安】 

 区 避難所運営委員 

震度５弱 

情報連絡態勢（約８００名の職員が参集） 

情報収集・発信 

※ 

震度５強 

災害即応態勢（約１,２００名の職員が参集） 

上記のほか被害拡大防止措置など 

※ 

震度６弱以上 

非常配備態勢 

全員参集で全庁的に災害対応 

避難所運営本部参集 

  ※震度５弱・５強の場合も被害状況等により、区の態勢を引き上げる場合があります。 

  ※災害発生直後は、ご自身や地域の安全を最優先にしていただき、被害等を確認した場合には、

引き続き区への情報共有をお願いします。 

４．避難所運営本部の参集 

 避難所運営本部の参集も震度６弱に変更になりました。ただし、被害の状況によっては

震度５強以下でも避難所を開設する場合があります。 

次回は、トイレについてご案内します。 


